
選挙管理委員会 

 指摘事項 対応措置

 〇予算の執行及び経理事務 

 

・令和４年度弘前市議会議員補欠選

挙、令和４年度弘前市長選挙及び令

和５年度弘前市議会議員選挙におけ

る負担金について、地方自治法第２

３２条の３に定める支出負担行為を

行っていなかった。

 

 

今後は、弘前市予算規則及び財政課所

管事務取扱要領に基づき、業務遂行し

ていきます。

 〇契約に関する事務 

 

・業務委託について、業務責任者届等

必要な書類を徴取していないものが

多数あった。 

 

 

 

 

今後、担当者が契約事務マニュアル必

要書類一覧表等を十分確認するとと

もに、直属の上司によるチェックを確

実に行いながら業務遂行していきま

す。

 ・令和３年度衆議院議員総選挙投票用

紙読取分類機設定及び投票用紙自動

交付機並びに投票用紙計数機保守点

検業務について、契約保証金免除の根

拠とした契約履行実績が、過去２年間

の同種同規模のものとなっていなか

った。

今後、担当者が契約事務マニュアル必

要書類一覧表等を十分確認するとと

もに、直属の上司によるチェックを確

実に行いながら業務遂行していきま

す。

 ・令和５年度青森県議会議員一般選挙

投票用紙読取分類機設定及び投票用

紙自動交付機並びに投票用紙計数機

等保守点検業務及び令和５年度弘前

市議会議員一般選挙投票用紙読取分

類機設定及び投票用紙自動交付機並

びに投票用紙計数機等保守点検業務

における代理人名義の見積書につい

て、代理人名は記名されているが、代

今後は、直属の上司が確実にチェック

を行うとともに、担当者も再度確認す

るなどして適正な事務を行います。



 理人の印鑑が押印されていなかった。

 〇その他行政事務 

 

・令和４年度弘前市議会議員補欠選挙

及び令和４年度弘前市長選挙につい

て、候補者へ送付する「確認書」の決

裁が行われていなかった。 

 

 

 

今後は、弘前市文書等管理規程及び公

文書の手引きに基づき、業務遂行して

いきます。

 ・令和４年度弘前市議会議員補欠選挙

及び令和４年度弘前市長選挙につい

て、候補者へ送付する「確認書」を公

印使用簿に記載せずに公印を使用し

ていた。 

今後は、弘前市文書等管理規程及び公

文書の手引きに基づき、業務遂行して

いきます。

 ・タクシーチケットについて、事務局

次長の承認を受けずに使用していた。 

 

タクシーを使用する際の取扱基準に

基づき、今後業務遂行していきます。

 ・令和４年度の旅行命令綴が適切に保

管されていなかった。 

 

 

今後は、弘前市職員等の旅費に関する

条例施行規則、並びに弘前市選挙管理

委員会規程及び弘前市文書等管理規

程に基づき旅行命令書を作成、保存し

ていきます。



 ・公印保管者の承認を得ずに公印を使 

用しているものがあった。 

 

今後は、弘前市選挙管理委員会規程、

弘前市文書等管理規程及び公文書の

手引きに基づき、押印漏れのないよう

にします。

 ・令和４年４月から１２月までの事務

局長の年次有給休暇について、選挙管

理委員会委員長の決裁が行われてい

なかった。

今後は、弘前市選挙管理委員会規程及

び弘前市事務専決代決規程に基づき

決裁が行われているか確認し、事務を

行います。



指摘事項 対応措置
福祉部

令和５年度生活保護等レセプト点検業務
及び令和３年度介護保険料納入通知書等
製本・封入・封緘業務について、契約保
証金免除の根拠とした契約履行実績が、
過去２年間の同種同規模のものとなって
いなかった。

今後の契約においては、提出された契
約保証金免除申請書の記載事項及び契
約履行証明書等の内容が、弘前市契約
規則に定める過去２年間の同種同規模
のものとなっているか、担当及び決裁
過程において確認を徹底します。
なお、今回の監査対象年度後である令
和６年度及び７年度については、適正
に事務処理をしていることを確認しま
した。

令和５年度医療扶助のオンライン資格確
認に伴う生活保護システム改修業務の契
約締結決裁願について、弘前市事務専決
代決規程第３条に基づく部長決裁を受け
ていなかった。

今回の指摘を受け、部長決裁を受けま
した。今後については、設計金額に応
じた決裁区分の確認を徹底します。
なお、今回の監査対象年度後である令
和６年度及び７年度については、適正
に事務処理をしていることを確認しま
した。

公金外現金の通帳及び通帳印について、
適正に管理していなかった。

今回の指摘を受け、公金外現金の通帳
は課長が管理し、通帳印は行旅担当課
長補佐が管理することとしました。

「福祉事務所長印」の押印について、弘
前市公印規則に定める使用区分に該当し
ない用途に使用しているものがあった。

今後は福祉事務所長が委任された事務
以外の福祉事務所が所掌する事務であ
る法の施行に関する一般公文書につい
ては、法務文書課が保管する「青森県
弘前市長之印」を使用する取扱いとし
ます。

令和５年度生活保護等レセプト点検業務
及び令和３年度介護保険料納入通知書等
製本・封入・封緘業務について、契約保
証金免除の根拠とした契約履行実績が、
過去２年間の同種同規模のものとなって
いなかった。

指摘内容について課内で周知を図った
うえ、今回の監査の対象年度となって
いない令和６年度の契約事務において
正しい期間での履行実績をもって事務
処理をしていることを確認しました。
今後についても、履行実績の確認時及
び決裁時の決裁過程において、確認を
徹底します。

小額工事について、契約相手として決定
した見積書に課長決裁を受けていないも
のがあった。

指摘内容について課内で周知を図った
うえ、今回の監査の対象年度となって
いない令和６年度について再確認をし
ました。
今後についても、小額工事に係る契約
事務を行う都度、課長以下の決裁過程
の職員すべてが「小額工事取扱要領」
を参照することとあわせ、「小額工事
の施行に係るチェックリスト」を使用
し、事務処理に遺漏がないように取り
組みます。

生活福祉課

介護福祉課



指摘事項 対応措置
健康こども部

令和５年度後期高齢者医療広域連合保険
料負担金（増額分）、令和５年度後期高
齢者医療広域連合共通経費負担金（減額
分）及び令和５年度後期高齢者医療広域
連合療養給付費負担金（増額分）につい
て、地方自治法第２３２条の３に定める
支出負担行為を行っていなかった。

弘前市予算規則について課内に周知を
図るとともに、今後は規則に規定され
ているとおり、支出負担行為の決裁を
受けます。

令和５年度弘前市国民健康保険特定健康
診査事業業務（青森県総合健診センター
実施分）及び令和４年度国民健康保険特
定健康診査受診券等封入・封緘業務につ
いて、契約保証金免除の根拠とした契約
履行実績が、過去２年間の同種同規模の
ものとなっていなかった。

履行実績について、過去２か年を過去
２か年度と誤認していた等、契約保証
金の免除規定について誤解しておりま
した。
免除規定について課内に周知を図ると
ともに、決裁の際は、担当者のみなら
ず係長・課長補佐・課長も含め過去２
か年の締結日及び履行日並びに履行実
績の確認を徹底して免除の可否を決定
します。

国保年金課



指摘事項 対応措置
健康こども部スポーツ局

スポーツ
振興課

業務委託について、契約保証金免除の根
拠とした契約履行実績が、過去２年間の
同種同規模のものとなっていないものが
あった。

契約履行実績に基づき契約保証金を免
除とする場合は、契約の相手方に対
し、契約を締結する時点において、過
去２箇年の間に契約保証金を免除でき
る履行実績があるかどうか確認するこ
とを徹底するとともに、決裁過程にお
いてチェックを徹底します。



指摘事項 対応措置
観光部

弘前市立観光館使用料について、弘前市
会計規則第３８条第３項の規定による現
金領収日計表及び現金取扱日計簿を作成
していなかった。

取扱要領の不備と受注者への説明不足
により、コインロッカーの使用料につ
いて、現金領収日計表及び現金取扱日
計簿が作成されていなかったため、取
扱要領を適切に改訂し、受注者と事務
取扱について綿密に打ち合わせを行い
ました。

令和４年度岩木山山頂トイレ整備業務、
令和５年度岩木山山頂トイレ整備業務及
び令和５年度ひろさきガイド学校運営業
務について、契約保証金免除の根拠とし
た契約履行実績が、過去２年間の同種同
規模のものとなっていなかった。

業務内容の規模を同じくできるものと
理解していたため、今後は契約金額も
含めて、同種同規模であるか、決裁過
程において確認を徹底します。

令和５年度弘前市立観光館エレベーター
保守点検業務について、年度内に履行確
認を行っていなかった。

令和６年３月３１日が週休日（日曜
日）であったことから、４月１日を検
査日とすると誤認していたため、今後
は、年度内検査とするよう、確認を徹
底します。

令和４年度ロマントピア白鳥座誘導灯等
改修工事、令和４年度ロマントピア白鳥
座誘導灯改修工事及び令和５年度ロマン
トピア白鳥座温水ヒーター改修工事につ
いて、設計金額の根拠が不明であった。

参考見積書において「値引き」の記載
があり、値引き後の金額を設計金額と
しましたが、今後は値引きが反映され
ていない単価を基に、設計書を作成し
ます。

令和４年度弘前市全日本リンゴ追分コン
クール事業費補助金について、弘前市事
務專決代決規程第３条に基づく部長決裁
を受けていなかった。

弘前市事務専決代決規程に則り決裁す
ることを徹底します。

弘前市立観光館の使用料金について、弘
前市行政財産使用料徴収条例第２条で定
める算定額より過少に算定していた。

今後の使用料の算出に当たっては、弘
前市行政財産使用料徴収条例に照ら
し、担当者が端数処理や消費税等の取
り扱い等について理解を深め、確認す
るとともに、決裁過程において確実に
チェックを行います。

観光課


